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さ
れ
ま
し
た
。
低
炭
素
社
会
の
実

現
に
資
す
る
よ
う
、
官
公
庁
入
札

資
格
や
総
合
評
価
入
札
の
評
価
項

目
に
、（
公
社
）
全
国
ビ
ル
メ
ン

テ
ナ
ン
ス
協
会
が
認
定
す
る
「
エ

コ
チ
ュ
ー
ニ
ン
グ
認
定
制
度
」
の

事
業
者
認
定
や
「
建
築
物
清
掃
管

理
評
価
資
格
者
（
イ
ン
ス
ペ
ク

タ
ー
）
制
度
」
に
基
づ
く
資
格
者

の
配
置
を
積
極
的
に
取
り
入
れ
る

よ
う
、
各
省
庁
の
連
携
し
た
取
組

み
を
強
化
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

２　

全
省
庁
統
一
資
格
付
与
点
数

表
の
見
直
し
に
つ
い
て

　

各
省
庁
の
入
札
参
加
資
格
で
あ

る
「
全
省
庁
統
一
資
格
」
に
お
け

る
等
級
算
出
の
た
め
の
付
与
点
数

は
、
①
前
２
カ
年
の
年
間
平
均
生

産
・
販
売
高
実
績
、
②
自
己
資
本

額
の
合
計
、
③
流
動
比
率
、
④
営

業
年
数
、
⑤
設
備
の
額
の
５
項
目

で
算
定
さ
れ
ま
す
が
、
策
定
以
来

20
年
以
上
に
わ
た
っ
て
見
直
さ
れ

て
い
ま
せ
ん
。　

　

特
に
、
前
２
カ
年
の
年
間
平
均

生
産
・
販
売
高
実
績
の
配
点
が
最

高
65
点
と
高
く
、
か
つ
業
務
の
内

訳
が
考
慮
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
90

点
以
上
が
Ａ
等
級
、
80
点
以
上
90

点
未
満
が
Ｂ
等
級
と
さ
れ
、
か

つ
、
等
級
に
よ
っ
て
入
札
参
加

可
能
な
予
定
価
格
が
Ａ
等
級
は

３
０
０
０
万
円
以
上
、
Ｂ
等
級
は

１
５
０
０
万
円
以
上
３
０
０
０
万

円
以
下
と
さ
れ
て
お
り
、
結
果
的

に
大
企
業
優
位
と
な
っ
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
障
害
者
雇
用
率
は

厚
生
労
働
省
の
一
部
部
局
を
除

き
、
算
定
項
目
に
入
っ
て
い
ま
せ

ん
。

　

全
省
庁
統
一
資
格
付
与
点
数
表

を
見
直
し
、
入
札
参
加
資
格
と
し

て
、
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
、
環
境
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
（
Ｉ
Ｓ

Ｏ
１
４
０
０
１
等
）、
障
害
者
雇

用
率
等
を
加
え
る
と
と
も
に
、
ビ

ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務
に
つ
い
て

は
当
該
業
務
の
生
産
・
販
売
高
に

よ
っ
て
評
価
す
る
よ
う
お
願
い
し

た
い
。

３　

そ
の
他
の
制
度
改
正

　

ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
は
労
働

集
約
型
の
業
態
で
あ
り
、
人
件
費

比
率
が
高
い
と
い
う
特
色
が
あ
り

ま
す
。
ま
た
、
高
齢
者
、
女
性
、

障
害
者
の
雇
用
に
よ
っ
て
社
会
的

貢
献
を
し
て
お
り
ま
す
。
一
方
、

中
小
企
業
中
心
の
業
界
で
あ
る
た

め
、
社
会
保
険
適
用
拡
大
や
最
低

賃
金
の
引
上
げ
等
に
よ
り
、
経
営

は
大
き
く
影
響
を
受
け
て
お
り
ま

す
。
よ
っ
て
、
以
下
の
制
度
改
正

に
つ
い
て
要
望
し
ま
す
。

（
１
）
短
時
間
労
働
者
の
社
会

保
険
適
用
拡
大
に
つ
い
て

　

令
和
２
年
６
月
５
日
、「
年

金
制
度
の
機
能
強
化
の
た
め
の

国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
」
が
公
布
さ
れ
ま
し

た
。
２
０
２
２
年
10
月
に
１
０
０

人
超
規
模
の
企
業
ま
で
適
用
し
、

２
０
２
４
年
10
月
に
は
50
人
超
規

模
の
企
業
ま
で
適
用
す
る
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。

　

ビ
ル
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
業
は
、
高

齢
者
や
女
性
・
障
害
者
の
雇
用
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
就
労
な
ど
多
様

な
雇
用
の
受
け
皿
と
な
っ
て
い
ま

す
が
、
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
の

有
効
求
人
倍
率
は
依
然
と
し
て
高

く
、
慢
性
的
な
人
手
不
足
と
人
件

費
の
高
騰
が
続
い
て
お
り
ま
す
。

　

事
業
主
負
担
の
更
な
る
増
大

は
、
中
小
企
業
を
中
心
と
し
た
ビ

ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
企
業
の
経
営
を

直
撃
し
、
結
果
的
に
適
用
対
象
外

で
あ
る
週
20
時
間
未
満
の
短
時
間

労
働
者
の
増
加
、
雇
用
の
縮
小
に

も
繋
が
り
か
ね
ま
せ
ん
。

　

社
会
保
険
適
用
拡
大
に
当
た
っ

て
は
、
補
助
金
制
度
の
さ
ら
な
る

導
入
・
充
実
な
ど
、
ビ
ル
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
企
業
に
と
っ
て
実
効
性
の

あ
る
支
援
策
を
実
施
し
て
い
た
だ

き
た
い
。

（
２
）
最
低
賃
金
の
引
上
げ
へ

の
対
応
に
つ
い
て

　

人
件
費
割
合
が
高
く
、
複
数
年

契
約
の
多
い
建
築
物
の
維
持
管
理

業
務
に
お
い
て
は
、
労
務
単
価
の

上
昇
を
受
託
者
の
内
部
努
力
で
解

消
す
る
の
は
、
甚
だ
困
難
と
言
わ

ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
本
年
の
東
京

都
の
最
低
賃
金
は
、
31
円
の
引
上

げ
が
決
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

令
和
３
年
12
月
27
日
付
「
パ
ー

ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
価
値
創
造

の
た
め
の
転
嫁
円
滑
化
施
策
パ
ッ

ケ
ー
ジ
」（
内
閣
官
房
等
関
係
省

庁
）
で
は
、「
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
等
の
公
共
調
達
に
お
い
て
、
労

務
費
、
原
材
料
費
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

コ
ス
ト
等
の
上
昇
分
を
反
映
し
た

調
達
価
格
と
な
る
よ
う
、
公
共
工

事
に
お
け
る
公
共
工
事
設
計
労
務

単
価
制
度
を
参
考
に
…
標
準
単
価

を
設
定
し
、
こ
れ
に
基
づ
く
公
共

調
達
を
行
う
こ
と
を
検
討
す
る
」

と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
令
和
４
年
８
月
26
日
付

で
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
令
和
４
年

度
中
小
企
業
者
に
関
す
る
国
等
の

契
約
の
基
本
方
針
」
で
も
、
ビ
ル

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務
な
ど
の
発
注

に
当
た
り
、
最
低
賃
金
額
の
改
定

を
見
込
ん
だ
予
定
価
格
と
す
る
こ

と
等
が
明
記
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　

公
共
工
事
同
様
に
最
低
賃
金
の

ス
ラ
イ
ド
適
用
の
対
象
と
な
る
よ

う
、
各
行
政
機
関
、
地
方
公
共
団

体
に
お
い
て
、
毎
年
度
の
最
低
賃

金
引
上
げ
を
見
越
し
た
予
定
価
格

を
設
定
す
る
よ
う
、
制
度
改
正
を

お
願
い
し
た
い
。

（
３
）
障
害
者
雇
用
へ
の
支
援

策
に
つ
い
て

　
　

令
和
２
年
３
月
よ
り
障
害
者

の
法
定
雇
用
率
が
２
・
３
％
に
引

き
上
げ
ら
れ
、
ま
た
、
そ
の
対
象

企
業
は
従
業
員
43
・
５
人
以
上
に

拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

　

当
業
界
は
、
特
別
支
援
学
校
と

連
携
し
、
生
徒
向
け
に
就
労
に
向

け
た
講
習
会
を
実
施
す
る
な
ど
、

障
害
の
あ
る
方
々
の
働
き
や
す

い
職
場
環
境
づ
く
り
に
努
め
て
ま

い
り
ま
し
た
。
知
的
障
害
者
を
雇

用
す
る
場
合
は
必
ず
サ
ポ
ー
タ
ー

（
補
助
者
）
の
配
置
が
必
要
と
な

り
ま
す
が
、
一
般
競
争
入
札
に
お

け
る
最
低
入
札
金
額
の
落
札
額
で

は
、
サ
ポ
ー
タ
ー
配
置
の
経
費
を

見
積
も
る
余
地
が
あ
り
ま
せ
ん
。

　

障
害
者
雇
用
を
促
進
す
る
た

め
、
サ
ポ
ー
タ
ー
配
置
経
費
を
含

め
た
契
約
案
件
の
試
行
を
お
願
い

し
た
い
。

１　

公
共
建
築
物
等
の
維
持
管
理

に
関
す
る
事
項

　

令
和
元
年
６
月
、
公
共
工
事
の

品
質
確
保
に
関
す
る
法
律
（
以
下

「
品
確
法
」と
言
う
）が
改
正
さ
れ
、

第
７
条
第
５
項
に
「
国
、
特
殊
法

人
等
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
公

共
工
事
の
目
的
物
の
維
持
管
理
を

行
う
場
合
は
、
そ
の
品
質
が
将
来

に
わ
た
り
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
維

持
管
理
の
担
い
手
の
中
長
期
的
な

育
成
及
び
確
保
に
配
慮
し
つ
つ
、

当
該
目
的
物
に
つ
い
て
、
適
切
に

点
検
、
診
断
、
維
持
、
修
繕
等
を

実
施
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。」
と
い
う
規
定
が
追

加
さ
れ
ま
し
た
。

　

改
正
品
確
法
の
趣
旨
が
来
年
度

予
算
・
施
策
に
反
映
さ
れ
る
よ
う
、

以
下
の
と
お
り
要
望
し
ま
す
。

（
１
）
品
確
法
の
趣
旨
の
徹
底

と
運
営
指
導
に
つ
い
て

　
　

平
成
26
年
の
品
確
法
改
正
の

際
に
は
、
厚
生
労
働
省
か
ら
「
ビ

ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務
に
係
る
発

注
関
係
事
務
の
運
用
に
関
す
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」
や
「
建
築
物
衛
生

行
政
の
適
正
な
運
営
に
つ
い
て
」

の
通
知
が
発
せ
ら
れ
ま
し
た
。
令

和
２
年
度
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
改
正

に
際
し
て
も
、
３
年
１
月
18
日
付

で
都
道
府
県
、
市
区
町
村
に
対
し
、

趣
旨
徹
底
の
た
め
の
通
知
を
発
出

し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
が
、
品
確

法
の
適
正
な
運
営
に
向
け
た
さ
ら

な
る
指
導
（
建
築
保
全
業
務
労
務

単
価
の
採
用
等
）
を
徹
底
し
て
い

た
だ
き
た
い
。

（
２
）
厚
生
労
働
省
に
よ
る
調

査
と
公
表
に
つ
い
て

　

総
務
省
、
財
務
省
、
国
土
交
通

省
は
毎
年
度
、
入
札
契
約
適
正
化

法
、
品
確
法
に
基
づ
く
公
共
工
事

の
発
注
者
に
よ
る
入
札
契
約
の
適

正
化
の
取
組
み
状
況
に
つ
い
て
調

査
の
上
、
結
果
を
公
表
し
て
お
り
、

今
年
度
も
国
・
特
殊
法
人
等
・
地

方
公
共
団
体
１
９
３
１
カ
所
を
調

査
対
象
と
し
て
い
ま
す
。

　

厚
生
労
働
省
は
こ
の
ほ
ど
、
省

庁
等
、
都
道
府
県
、
指
定
都
市
を

対
象
に
「
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業

務
に
関
す
る
発
注
関
係
事
務
の
実

施
状
況
調
査
」
を
実
施
し
、
そ
の

結
果
を
令
和
４
年
６
月
２
日
付
で

公
表
し
ま
し
た
。
公
表
に
際
し
、

「
積
算
等
に
お
い
て
建
築
保
全
業

務
労
務
単
価
が
採
用
さ
れ
る
よ
う

…
関
係
省
庁
等
と
連
携
し
て
取
り

組
む
」
と
し
て
い
ま
す
。
今
後
と

も
こ
う
し
た
取
組
み
を
継
続
し
て

い
た
だ
く
と
と
も
に
、
地
方
公
共

団
体
に
つ
い
て
は
、
市
区
町
村
も

調
査
対
象
に
追
加
し
て
い
た
だ
き

た
い
。

（
３
）
官
公
庁
入
札
資
格
や
総

合
評
価
入
札
の
評
価
項
目
の
導

入
に
つ
い
て

　

昨
年
５
月
26
日
、
改
正
地
球

温
暖
化
対
策
推
進
法
が
成
立
、

２
０
５
０
年
に
温
暖
化
ガ
ス
排
出

を
実
質
ゼ
ロ
と
す
る
方
針
が
明
記

引上額
時間額

平成30年
027円
985円

令和元年
0028円
1,013円

令和 2年
0000円
1,013円

令和 3年
028円
1,041円

令和 4年
031円
1,072円

東京都最低賃金、31円引き上げ

時間額 1,072 円が発効

　

東
京
労
働
局
長
は
、
東
京
都
最

低
賃
金
を
31
円
引
き
上
げ
て
、
時

間
額
１
０
７
２
円
に
改
正
す
る
こ

と
を
決
定
。
10
月
１
日
に
発
効
し

た
。

　

東
京
都
最
低
賃
金
の
改
正
に
つ

い
て
は
、
７
月
５
日
、
東
京
労
働

局
長
が
東
京
地
方
最
低
賃
金
審

議
会
に
諮
問
を
行
い
、
８
月
５

日
、
同
審
議
会
が
現
行
の
時
間
額

１
０
４
１
円
を
31
円
引
き
上
げ
て

１
０
７
２
円
に
改
正
す
る
こ
と
が

適
当
で
あ
る
と
の
答
申
を
行
っ

た
。

　

こ
れ
を
受
け
て
東
京
労
働
局
長

は
、
答
申
内
容
の
公
示
な
ど
所
要

の
手
続
き
を
経
て
、
東
京
都
最
低

賃
金
の
時
間
額
を
１
０
７
２
円
と

決
定
し
て
９
月
１
日
に
官
報
公
示

を
行
っ
た
。

　

東
京
都
最
低
賃
金
は
、
都
内
の

事
業
場
で
働
く
す
べ
て
の
労
働
者

と
使
用
者
に
適
用
さ
れ
る
も
の
で

あ
り
、
使
用
者
は
、
常
用
・
臨
時
・

パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
・
ア
ル
バ
イ
ト

等
の
属
性
、
性
、
国
籍
お
よ
び

年
齢
の
区
別
な
く
労
働
者
に
最
低

賃
金
額
以
上
の
賃
金
を
支
払
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
違
反
し
た
者

は
最
低
賃
金
法
第
40
条
に
基
づ
き

50
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
せ
ら
れ

る
。

　

な
お
、「
精
皆
勤
手
当
、
通
勤

手
当
及
び
家
族
手
当
」「
臨
時
に

支
払
わ
れ
る
賃
金
（
結
婚
手
当
な

ど
）」「
１
月
を
超
え
る
期
間
ご
と

に
支
払
わ
れ
る
賃
金
（
賞
与
な

ど
）」「
時
間
外
労
働
、
休
日
労
働

及
び
深
夜
労
働
の
手
当
」
に
つ
い

て
は
、
最
低
賃
金
に
算
入
さ
れ
な

い
。

　

厚
生
労
働
省
で
は
、
最
低
賃
金

の
引
き
上
げ
等
に
向
け
た
環
境
整

備
を
図
る
た
め
、「
業
務
改
善
助
成

金
」（
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
の
電
話

０
１
２
０
‐
３
６
６
‐
４
４
０
）

に
よ
る
支
援
や
、
東
京
労
働
局
委

託
事
業
と
し
て
「
東
京
働
き
方
改

革
推
進
支
援
セ
ン
タ
ー
」（
電
話

０
１
２
０
‐
２
３
２
‐
８
６
５
）

を
開
設
し
て
専
門
家
に
よ
る
相
談

対
応
、
出
張
相
談
会
、
セ
ミ
ナ
ー

等
を
実
施
す
る
な
ど
し
て
い
る
。

国
の
予
算
・
制
度
等
に
関
す
る
要
望

国
の
予
算
・
制
度
等
に
関
す
る
要
望

令和5年度


